別記第１号様式（第６条関係）

番　　　　　号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日


　公益財団法人わかやま産業振興財団
　　理事長　　　　　　　　　　　様

申請者住所
申請者氏名(*1)　　　　　　　      　　　印
(中小企業者グループで申請する場合はその代表企業)主たる業種を記入

(*1)法人等の場合は法人等名、代表者の職名及び氏名)


令和　年度国内個別出展支援事業費補助金交付申請書


  令和　年度において、国内個別出展支援事業を実施したいので、補助金           円
の交付について、公益財団法人わかやま産業振興財団補助金等交付規則第4条の規定により、下記必要関係書類を添えて申請します。
なお、本件申請に当たり同規則第6条第1項に規定する補助金の交付の除外要件に該当することが明らかな場合、同規則同条第2項に規定する補助金の交付の除外要件に該当することが判明した場合又は同規則第11条第2項の規定に違反した場合には、各条項の規定により補助金の交付の決定が行われず、若しくは同決定の全部又は一部を取り消されても何等異議の申し立てを行いません。


記

１.確認事項（□にチェックをつけてください）

　□補助事業者は、産業競争力強化法（平成２５年法律第９８号）第２条第２２項に規定す
る中小企業者又は同条第２９項第1号、第３号及び第５号に規定する創業者のいずれか
に当てはまることを確認しました。
公益財団法人わかやま産業振興財団国内個別出展支援事業費補助金交付要綱第２条第２
項に規定する「中小企業者グループ」による申請においては、補助事業者は、前述の中
小企業者及び創業者３者以上から構成される集団あることを確認しました。
　□補助事業者（法人にあっては、その役員を含む。）は、和歌山県暴力団排除条例（平
成２３年和歌山県条例第２３号）第２条第３号の暴力団員等又は同条第１号の暴力団若
しくは同条第２号の暴力団員と密接な関係を有する者（以下「暴力団関係者等」という。）に該当しないことを誓約します。
　□交付決定後に補助事業者が大企業になる等、補助対象事業者でなくなった場合は、交付
決定取り消しとなることに合意します。
　□本申請においては、国費又は県費を財源とする補助金事業において、補助対象経費の重
複は一切ないことを確認しました。
　□下記「２．必要関係書類」を全て添付したことを確認しました。また、一切の提出書類
及びその内容について、虚偽がないことを確認しました。
　□補助事業に係る経費について、その収支の事実を明確にした証拠書類を整理し、実績報
告書を受理された後、交付年度終了後５年間保存しなければならないことを確認しまし
た。
　□補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和３０年法律第１７９号）、補助
金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令（昭和３０年政令第２５５号）、公
益財団法人わかやま産業振興財団補助金等交付規則、公益財団法人わかやま産業振興財
団国内個別出展支援事業費補助金及びその他留意事項に定めるところに従うことを承
知の上、本補助金を申請します。


　２.必要関係書類（□にチェックをつけてください）

　　□１　事業計画書（別記第２号様式）
　　□２　収支予算書（別記第３号様式）
□３　事業内容の詳細がわかる書類の写し
□４　経費の積算根拠となる書類の写し
□５　直近２か年分の財務諸表（貸借対照表及び損益計算書）の写し
□６　直近２か年分の法人税又は所得税申告書の写し
□７　和歌山県税の納税証明書
□８　その他参考資料
□９　交付決定前着手届（別記第４号様式　第６条関係）（*）

（*）…必要な方のみ



事務担当者

　部　署：
　職氏名：
　TEL：
　E-Mail：




















